
 

 

素核研活動報告(2) エレクトロニクスシステムグループ        平成 27 年 1 月 5 日 

 

 
1. 研究開発・プロジェクト推進に関する取り組み 
 我々は、素粒子原子核研究所及び加速器科学コミュニティーで推進しているプロジェクトを

成功させるため、デバイス開発、アナデジ集積回路開発、高密度実装、広帯域高密度アナログ

デジタル混在ボード開発、ネットワークデータ収集システム開発を行っている。（SOI デバイ

スの開発に関しては、先端加速器報告での現状報告を参照されたい。） 
 
我々のグループは少人数でセンサー/センサー用信号処理集積回路からデータ収集ソフトウエ

アまでの研究開発をプロジェクトの要求に合わせながら進めている。図 1 は今まで開発してき

た集積回路を、我々がカバーする技術から俯瞰した図である。 
 

 
図１：E-sys グループの取り組み（横軸は技術の種類で、左に行くほどセンサー周辺技術に近く

なり、右に行くほどコンピュータへのデータ転送やシステム構築に関係が深くなる。）縦方向

は時間軸に相当する。  
 
 我々はデータ転送の方式として、信頼性と保守性で他の追随を許さない TCP/IP を採用して

おり、現在 FPGA デジタル-IP 及び CMOS0.18μm プロセスを使用したカスタム集積回路の両方

において 1GbE(1Gsps のイーサネット TCP/IP)の要素技術を確立し多くの用途で使用している。

FPGA のデジタル-IP はユーザーが他のデジタル回路と結合させ、デザインの自由度を上げるた

めに使用され、集積回路はそのサイズメリット（5mm 角）を生かし検出器へのオンチップ実装

などに使用する。今後この速度を 10G から 100G まで上げるための開発、実用化を行い、コン

ピュータへの高速データ転送をリードして行く。 
 



 

 

 前述の高速データ転送要素技術に送り込むデジタルデータを生成するためのアナログデジタ

ル変換、時間デジタル変換要素に関しても FPGA 及び CMOS0.18um やそれ以下の微細プロセス

で開発中である。アナログデジタル変換の開発方針は、多チャンネル用途を念頭においた低消

費電力数μW、10MHz アナログデジタル変換回路と高速波形サンプリングを行うための

100MHz パイプラインアナログデジタル回路を軸にしている。これらは近い将来国際的にも重

要な要素技術として、前述の高速データ転送技術と共にコミュニティーの発展に寄与する。時

間デジタル変換要素に関しては、FPGA においては 1nsec の測定回路を実用化させ実験環境で

運用しているだけでなく、50psec 未満の時間分解能を持つ時間測定回路も開発した。 
  
 種々の検出器に対しては、種々の CMOS プロセスを使用し、半導体ピクセル/ストリップ検

出器、ガスピクセル検出器、ドリフトチェンバー用読み出し集積回路、カロリーメータ読み出

し集積回路等を開発してきておりそのなかには量産され実験間で使用されている物も多い。最

近では低雑音読み出し集積回路としてノイズ電子数が 100 電子未満の性能を達成するなど、高

位置分解能・多チャンネル化以外の性能向上及び検出器の評価用高性能回路の開発も軌道にの

ってきている。 
 
 現在検出器のピクセル化、多チャンネル化は CMOS プロセス等の微細化技術に牽引される形

で急激に進んでおり、以前は半導体検出器だけに使用されていた集積回路技術を含む高密度実

装技術はガス検出器、光検出器など広範囲に使用されるようになった。これは検出器と電子回

路技術の関係がより密になっている事を示しており、以前にもまして我々には検出器を理解し

高密度実装技術を使いこなしつつ高性能な計測システムを実用化させるための総合力を持つ事

を求められている(実用化/技術の展開に関しモジュール開発の例を図２に示す)。コミュニティ

ーが推進するプロジェクトの成功とそれらプロジェクトが国際協力と競争の中でよりビジビリ

ティーを向上させるための一助として今後とも多くの研究者と連携を取りながら研究開発実用

化を進めて行く。 

 
図２：アナログデジタル混在高密度実装広帯域信号伝送ボードの例 



 

 

 
2. 先端技術の取り込み、技術継承を含む長期的視点にたった取り組み 

我々は加速器科学総合支援事業の資金的援助及び素粒子原子核研究所のサポートの基

に他の機関のエキスパートとのコラボレーションネットワーク”Open-It”を立ち上げ、講

義、実習の教育活動及び複数プロジ

ェクトと連携した On the Job Training
で若手教育とプロジェクト推進を通

したコミュニティー全体への積極的

な寄与を行う体制を構築した。この

体制のもと我々の持っているノウハ

ウや開発物等は実際に若手へ伝授さ

れ多くのプロジェクトを推進する原

動力になっている。 
 講義実習等の教育活動運営は

KEK 外の大学等が中心になって来

ており既に次のフェーズに移行しつ

つある。先端開発と教育/技術普及を

連携させた”プロジェクト受入れ”

に関しては、アクティビティー推移

を示すためにこれらプロジェクトの各年度の物理学会での発表数の推移を示す。活動の詳

細は http://openit.kek.jp を参照していただきたい。 
 

  
 

図３ Open-It 年度毎の活動推移 

 

http://openit.kek.jp/

